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はじめに  Ⅰ   

（1）背景と経塵  

近年の我が国における保健・医療・福祉を取り巻く環境は、急速な少子高齢化の進   

展、疾病構造の変化等に伴い、大きな変革の時を迎えており、国民はより安全で良質   

な歯科医療の提供を求めている。  

このような状況の中で、歯科医師臨床研修りの必修化や、歯学教育モデル・コアカ   

リキュラム＊2及び共用試験＊3が大学歯学部■歯科大学において本格的に導入される等、   

歯科医師の資質向上に向けた様々な取り組みがなされている。  

さらに、平成18年には、文部科学・厚生労働両大臣による「歯科医師養成数の削   

減等に関する確認書」及び「今後の歯科保健医療と歯科医師の資質向上等に関する検   

討会中間報告書」において、歯科医師の資質向上を図る観点から、歯科医師国家試験   

の合格基準の引き上げについて提言されたところである。   

歯科医師国家試験は、昭和22年に第1回が実施されてから、歯科保健・医療及び  

歯学教育を取り巻く環境の変化に合わせて改善が行われてきたが、昭和57年の歯科  

医師国家試験制度改善検討委員会（以下「委員会」という。）設置以降は、概ね4年に  

1度改善を行っている。また、同年の委員会報告において、より一層均質な試験問題  

を作成するために歯科医師国家試験出題基準＊4（以下「出題基準」という。）の必要性  

が提言されたことを受けて、昭和60年に出題基準を作成し、以降5回にわたり改定  

作業を行ってきたところである。  

（2）歯科医師国家試験に対する基本的な考え五  

歯科保健一医療及び歯学教育を取り巻く環境が大きな変革を迎えている中、歯科医   

師国家試験lま、将来の歯科保健・医療を見据え、歯科医師の資質向上の視点に立脚し   

た改善が必要である。  

また、出題基準の改定に際しては、卒前教育、歯科医師国家試験及び卒後臨床研修   

の一連の整合性を考慮した検討が必要である。   

出題基準は、概ね4年に1度改善を行っているが、急速な少子高齢化の進展、疾病  

構造の変化に速やかに対応するために、内容の充実と出題基準の柔軟な運用が必要で  

ある。   



出題形式等については、客観式選択形式が運用されてから30年余りが経過して定  

着したが、いわゆる受験技術で対応し得る画一化された問題の出題が懸念されており、  

受験生の知識及び臨床能力をより適切に評価するという観点から、現行の出題形式等  

のあり方を見直す必要がある。   

また、合格基準については、これまでの合格基準の方針を踏まえつつも、国民の期  

待に十分応え得る高い資質を具有しているか否かを、より適切かつ厳正に評価し得る  

ものでなければならない。  

Ⅱ 改善すべき事項  

（1）出題基準   

＜大・中・小項目の位置付け＞  

出題範囲を詳細に限定することによる出題の画一化が懸念されることから、大・中   

項目については、近接あるいは重複している項目を包括し、小項目は「必修の基本的   

事項」を除き、必要最小限に整理すべきである。  

＜ブループリント＞   

各領域の出題割合を明示するブループリントをより詳細にするとともに、その設計  

に際しては、臨床で経験する頻度の高低を考慮すべきである。  

＜基礎領域の位置付け＞   

基礎領域については、臨床との関連性を踏まえた内容となるよう具体的な出題方法  

を検討する。特に、「歯科材料一生体材料」については、臨床の各領域で関連する問  

題が出題されるよう領域の位置付けの見直しを検討する。  

＜社会的課題への対応＞   

少子高齢化の進展や疾病構造等の変化を踏まえ、口腔と全身との関わりや高齢者・  

全身疾患を有する者等への対応、歯科疾患の予防管理等について内容を充実し、また、  

直近の社会保障制度に関する内容についても出題範囲に含める等、出題基準の柔軟な  

運用を図るべきである。   



（2）旦塵＿互法葦   

＜出題総数等＞  

出題総数は現行の365題を維持するが、必修問題数は「必修の基本的事項」を重   

視する観点から出題総数の2割程度に増加し、一般問題数を減少させるべきである。  

＜出題形式＞   

出題形式については、受験生の知識・臨床能力をより適切に評価していく観点から  

5肢択一・択二形式にとらわれない下記の出題形式等を導入すべきである。   

① 単純な知識の想起を問う問題に対しては、正解肢数を指定しない一問多答形式   

② 医薬品の処方（用法・用量等）や検査値等、数値を解答させる問題に対しては、  

非選択形式   

③ 単に診断名や治療方法名等を解答させる問題に対しては、領域ごとの一元的な  

選択肢（共通選択肢群）から選択させる形式  

＜臨床実地問題＞   

臨床実地問題は、実地試験に代わって昭和58年から導入されているが、卒後臨床  

研修を円滑に実施するために、より適切に臨床能力を評価することが求められている。  

このことから、臨床での問題解決能力をできる限り反映した内容となるよう、出題形  

式の見直し等を含め、出題のあり方を検討すべきである。  

（3）プール制   

良質な試験問題を一定数確保する観点から、引き続きプール制を推進するとともに、  

プール問題の質を向上させるための体制をさらに充実すべきである。   

また、引き続き良質な既出問題と高い評価を得た公募問題をプール問題と位置付け、  

それらの出題割合の段階的な増加を図るため、良質な問題を早期かつ効率的に収集で  

きるように、公募方法やプール問題に関するデータの取扱いについて検討すべきであ  

る。  

（4）合格基準   

＜改善の方針＞  

現在の合格基準は、一般問題・臨床実地問題■必修問題の出題区分に応じた得点、   

禁忌肢選択数及び領域別基準点という、複数の基準から構成されており、さらに一般   

問題と臨床実地問題は各々平均点と標準偏差を用いた相対基準で、必修問題は絶対基   

準で評価されている。   



合格基準の基本的な考え方については、国民の期待に十分応えうるために、さらな  

る歯科医師の資質向上を図る方向で、より適切かつ合理的な基準に改善すべきである。  

その基準は、新卒受験者の知識・臨床能力等の水準で評価し、新卒受験者間でも知識一  

臨床能力に大きな差が認められていることに留意すべきである。  

＜一般問題と臨床実地問題の評価方法＞   

一般問題と臨床実地問題については、解答に至る思考過程が異なることから、同一  

の項目に関する出題であっても別々に評価されているが、歯科医学・歯科保健医療に  

おける各領域の知識・臨床能力をより適切に評価するとともに、臨床能力をより重視  

する観点から、下記のとおりに改めるべきである。   

① 歯科医学・歯科保健医療における領域を基本とし、一般問題と臨床実地問題を  

包括して評価する。   

② 合格率の乱高下を防ぐ観点から、上記①の領域は、出題基準で定める領域を基  

に、内容が近接した領域を統合し、その評価を相対基準で行う。   

③ 相対基準の算出に際しては、新卒者と既卒者の得点分布（成績）が大きく異なる  

こと、受験生の得点分布が低い方向に長い裾を呈していることを考慮する。   

④ 臣畠床能力を評価する臨床実地問題は、一般問題に比べて問題解決能力を要する  

ことから、より配点に重みを置く。  

＜必修問題の評価方法＞   

必修問題については、歯科医師として具有すべき基本的な最低限度の知識・臨床能  

力に到達しているか否かを評価する目的で出題されており、合格基準は現行の基準を  

基本とし、絶対基準で評価すべきである。  

＜禁忌肢の評価方法＞   

禁忌肢については、患者に対して重大な傷害を与える危険性のある内容や法律に抵  

触する内容等、倫理的に誤った回答をする受験生を識別する目的で出題されており、  

一定の役割を果たしてきていることを踏まえ、引き続き合格基準として運用するが、  

偶発的な要素で不合格とならないよう配慮すべきである。  
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Ⅲ 今後検討すべき事項  

（1）盈盤壁力旦登壇  

卒後臨床研修に臨む受験生の臨床能力については、現在、臨床実地問題で評価され   

ているが、現行の問題では、技術能力を十分に評価できないとの意見がある。そこで   

短期的には、臨床能力をより適切に評価し、臨床実習の成果を反映する臨床実地問題   

の出題のあり方を検討すべきである。また、中長期的には、技術能力評価試験につい   

て、試験の公平性や評価方法等の課題を整理しつつ、引き続き検討していくことが望   

ましい。  

（2）試験の荘塵  

その年々の試験については、合格率や正解率等のデータを用いて評価されており、   

その多くは受験生全体を基本としたデータである。そのため、既卒者の占める割合が   

大きく増加すると、問題の正解率や合格率自体が低下することが予想され、経年的に   

は合格率等が試験の難易度等を正しく反映したものでなくなることから、大学歯学   

部・歯科大学関係者等の意見も取り入れつつ、試験の評価方法を検討していくことが   

望ましい。  

（3）多数回受験者への対応   

多数回受験者については、卒業から年月が経過するほど合格率が低下する傾向がみ  

られ、歯科医師としての資質が欠落していくことが憂慮されることから、より適切か  

つ合理的な合格基準の運用後、合格者数等の推移を踏まえた上で、受験回数制限につ  

いて検討していくことが望ましい。  

Ⅳ おわりに   

本改善検討部会では、歯科医師を取り巻く近年の社会的状況に鑑み、歯科医師の資  

質向上に向けて、歯科医師国家試験の改善について検討を行ってきたところである。  

これらの改善事項については、出題基準の改定状況を踏まえつつ、平成22年（第  

103回）言式験までの運用を目指して改善すべきである。   

また、大学歯学部・歯科大学においては、．入学時、在学中及び卒業時における各段  

階で、歯科医師として具有すべき資質をより適切に評価していくことが重要であり、  

これらの資質が欠如・欠落している者に対しては、可能な限り早期に進路変更を勧め   



る等、本人の自覚を促すことがこれまで以上に必要とされる。   

なお、歯科医師国家試験は、今後とも卒前教育、卒後臨床研修及び生涯教育との連  

携を図りつつ、歯科医師の資質向上を目指し、長期的視野に立って改善のための努力  

を継続すべきである。  

＊1 歯科医師臨床研修  

診療に従事しようとする歯科医師に対する1年以上の研修。平成18年4月に必修が義務化  

された。  

＊2 歯学教育モデル・コア・カリキュラム  

歯学部生が卒業までに最低限履修すべき学習内容を定めたもの、平成13年策定。  

＊3 共用試験  

臨床実習開始前の学生の態度、技能、知識を評価するための試験。コンピュータを活用した  

試験による知識の評価（CBT）と、実技試験による診察技能や態度の評価（OSCE）により行  

われている。  

＊4 歯科医師国家試験出題基準  

歯科医師国家試験の「妥当な範囲」と「適切なレベル」とを項目によって整理したもので、  

試験委員が出題に際して準拠する基準。  

・′■吏   



1．歯科医師国家試験合格者数等の推移  

回 数   施行年月日   受験者数（人）  合格者数（人）  合格率（％）   

＝10．3．18～19   3，017   2，655   88．0％   

92   Hll．3．17～18   3，056   2，554   83．6％   

93   H12．3．15～16   3，014   2，102   69．7％   

94   H13．3．14～15   3，446   3，125   90．7％   

95   H14．3．20へ′21   2，956   2，462   83．3％   

96   H15．3．19～20   3，208   2，932   91．4％   

97   H16．3．17′〉18   2，960   2，197   74．2％   

98   H17．3．16～17   3，343   2，493   74．6％   

99   H18．2．11～12 3，308   2，673   80．8％   

100   H19．2．10～11   3，200   2，375   74．2％  



2．第100回歯科医師国家試験 受験可能回数別受験者数一合格者数・合格率  

受験可能回数  卒業年次   受験者数   構成比   合格者数   合格率   

1回   
平成18年4月～   

牛  平成19年3月   
2，580   80．6％   2，087   80．9％   

2回   
平成17年4月～   
平成18年3月   

316   9．9％   205   64．9％  

3回   
平成16年4月～   
平成17年3月   

116   3．6％   54   46．6％  

4回   
平成15年4月～   
平成16年3月   

2．4％   20   26、0％  

既  
5回   

平成14年4月～   
平成15年3月   

27   0．8％   3   11．1％  

6回   
平成13年4月～   
平成14年3月   

37   1．2％   5   13．5％  

7回   
平成12年4月～   
平成13年3月   

8   0．3％   0   0．0％  

8回   
平成11年4月～   
平成12年3月   

0．2％   0   0．0％  
卒  

9回   
平成10年4月～   
平成11年3月   

8   0．3％   0   0．0％  

10回以上  平成10年3月 以前   24   0．8％   1   4．2％  

計  620   19．4％   288   46．5％   

総  計  3．200   100．0％   2，375   74．2％  




